
補助事業評価シート 番号 1 Ⅰ章 施策１　生涯を通じた心と体の健康づくり

補助事業名 妊婦健康診査費助成 健康部健康推進課
事業開始
年度

所管部課 １１ 年度

根拠法令（要綱）等 新宿区妊婦健康診査費助成要綱

１９年度決算額 １１３，６３５，０００ 円 補助対象団
体（者）

新宿区に住民登録または外国人登録のある妊婦

補助率 定額

補助することで達成しよう
としている区の目的

妊婦健康診査費の一部を助成することにより、妊娠に伴う費用負担の軽減を図り、区民が安心して出産できる
環境を整え、心と体の健康づくりに寄与します。

団体（者）に対する
直接の助成目的

妊娠期間中の経済的負担を軽減し、母体の健康保持増進を図り、健やかに安心して出産できる環境づくりを目指しま
す。

補
助
金
の
申
請

補助金の交付申請にあたって提出する書類・添付書類

補
助
金
の
清
算
／
実
績
報
告

清算/実績報告にあたって提出する書類・添付書類
・妊婦健康診査費助成金申請書兼請求書
・東京都以外で妊婦健診(後期)を受診し、区で発行した妊婦健康診査受診票
を使用しなかった場合は、母子健康手帳の妊娠の経過が記載されたページ
のコピー

申請の際に区職員が必要書類を審査・認定し、助成金を支給して終了
のため清算、実績報告はありません。

審査の体制・考え方（区職員による審査又は公募委員を入れての審査、補助金の目的と
する具体的な取組内容を記載した事業計画書を提出しているか・どのように審査しているか等）

審査の体制・考え方（清算/実績報告時の審査体制、助成の目的・決定内容に照
らして、自己評価・活動成果の公表状況を踏まえ、予定していた目的・成果が達成できた
か・どのように審査しているか等）

平成１９年４月１日以降に出産し、助成金の申請をした方に対し、後期（２回
目）の妊婦健診の受診や住所など助成要件を満たしているか申請内容を審
査します。

申請の際に区職員が必要書類を審査・認定し、助成金を支給していま
す。

今
後
の
課
題

　助成金の支給が出産後の支給となっているため、妊婦健診受診時に健診費用全額を支払う必要があります。今後は妊婦健診受診
時の費用負担を軽減することができるよう、助成金の制度の改善を検討していく必要があります。

補
助
金
の
評
価

総合評価（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）とその理由
　この補助事業の総合評価はＡです。
妊婦健診を受診する方の多くが、妊娠に伴う費用負担を軽減するための本制度を利用しており、安全で安心な出産環境の整備という
目的に寄与したからです。なお、新宿区の先駆的な取り組みは、平成２０年度以降、妊婦健診の充実を図る取り組みとして全国的に広
がりました。

①区と補助対象者との役割分担
　妊婦は妊婦健康診査受診票後期（２回目）を都内契約医療機関で使用し、区は助成金の対象者を把握し助成金の申請書を送付及
び審査し助成金を支給します。

②目標の設定
　目標設定について、健診費用の負担を軽減することは、妊婦が安全で安心な出産を迎えることに寄与し、妥当であると考えます。し
かし、出産後に助成金を支給しているため、妊婦健診受診時に助成できる制度に改善する必要があります。

③代替手段・効率性
　この助成金は、医療機関から届く「妊婦健康診査受診票」請求原票により対象者を把握し、漏れなく支給することができ、効率的に行
われています。

④目標の達成状況
　妊婦健康診査後期受診件数１，９６１件に対して、助成金の支給件数は１，９１６件であり、９５％という目標値に対して９７．７１％まで
達成しました。

今
後
の
改
革
方
針

　より効率的な助成制度を目指して、母子健康手帳交付時にお渡しする「妊婦健康診査受診票」の交付枚数を、現行の２枚から８０，０
００円の助成金額を基準とした交付枚数となるよう、助成金制度の廃止も含めて検討しました。その結果、平成２０年度から受診票の
交付枚数を１４枚に増やしました。１４枚の受診票の交付を受けた方は助成金の申請手続きが必要なくなり、妊婦健診受診時の費用
負担が軽減されます。今後も引き続き、妊婦健康診査の助成制度について周知徹底を行い、妊婦健診の受診率向上を目指します。
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